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設立総会資料(案)

「北海道オーガニックビーフ振興協議会」設立について
設立趣旨

周りの状況
1． 畜産業界は、近年にない高値相場で推移し、バブリーな状態になっている。その中で、生産者は素牛高騰のコスト高で苦しみ、消費者や外食産業は値上げした国産牛に対する購買力が減少している。
2． 日本のオーガニック畜産の取得が異常に少ない。多くはオーガニック飼料の取得が困難なためである。本来、牛は草主体で生産しオーガニック取得の可能性が高いが、今までの肉牛の飼養マニュアルは配合飼料主体である。
3． 肉専用種の中でも産肉性の高い日本短角種やアンガス種(以降記載には、2品種の系統種ほか希少品種も含む)は、近年こだわりのある販売先が減り、価格も低迷して生産頭数が激減している。また、現在生産している生産者は小規模で、施設設備の老朽化が進み、母牛群の高齢化も進んでいる。
今後の方向性
1． オリンピックパラリンピックの使用食材の仕様は、オーガニックが国際基準となり2020年東京オリンピックでも検討が始まっている。日本の食材が、国際的に適合するのかが試されている。この機会にメイドインジャパンのオーガニックビーフを生産し販売することが国際的にも良い宣伝となり、日本の食材の安心安全多様性を示す絶好の機会でもある。
2． 北海道の日本短角種およびアンガス種の生産者でオーガニック認定を取得し、オーガニックビーフを生産拡大しマーケットを拡大する。オーガニックビーフの認識を拡大するとともに日本短角種、アンガス種の価値観を上げてゆく。
3． そのために、協同の施策を持ち、推進させるために「北海道オーガニックビーフ振興協議会」を立ち上げ、畜産クラスターの計画立案を行う。それにより参加牧場・企業の収益性の向上、経営の安定と継続性を図り地域経済の発展に貢献する。
協議会の内容：
1． 名称　「北海道オーガニックビーフ振興協議会」

2． 参加者・協力者(予定者も含む)
1） 生産者：北里大学FSC八雲牧場(八雲町・短角種ほか)、榛澤牧場(釧路市・アンガス種)、駒谷牧場(様似町・アンガス種)、ワタミファーム(弟子屈町、短角種)、北十勝牧場(足寄町・短角種)、高橋牧場(えりも町・短角種)　６牧場
2） 流通業者：マルハニチロ㈱、東洋食肉販売㈱、東都生協、ビオセボン・ジャパン
3） ビオマーケット、コープネット事業協同組合、ライフコーポレーション、㈱オーガニックパートナーズ、らでぃっしゅぼーや、 日山畜産ほか１０企業
4） 研究・普及機関：道総研畜産試験場、北里大学、帯広畜産大学、NPO環境リサイクル肉牛協議会、北海道アンガス牛振興協議会、北海道日本短角種協議会、NPO北海道有機認証協会、ミート・イメージ　ジャパン、各エリア改良普及所行政機関、㈱北の牧場舎ほか9機関
5） そのほか

3． 事業内容
1） 各生産者や関係機関のJAS有機認証を取得する
2） オーガニックビーフの生産、加工から販売までつなげる
3） オーガニックビーフ生産者の増産、収益性の向上のためのIT技術革新、施設更新をはかる
4） オーガニックビーフの消費者への普及活動を行う

今までの経緯と今後のスケジュール
2月10日　有機認証講習会と畜産クラスター設立の案内/北海道農政部と打合せ(2/13)
3月2日　  第1回発起人会/とかちプラザ
3月13日　参加者、協力者の募集開始、設立総会案内
4月２０日  第２回発起人会

｢北海道オーガニックビーフ振興協議会｣ 設立総会/記念シンポジウム

5月中  　　JAS有機生産工程管理　申請

畜産クラスター計画立案提示
10月中旬　 事業企画立案申請
来年/平成３０年2月　　実施目標
設立後、期待される効果
1） オーガニックビーフを増頭し有機畜産のマーケットを確立
2） 2020年オリパラ採用で日本食材の国際的認識度アップ
3） 日本短角種、日本アンガス種の認識度向上と生産者の収益性の向上

協議会の運営資金：２種で設定
1） 年会費　10,000円
2） 賦課金　シール使用枚数/＠は下記工程毎に設定
生産工程管理(生産者)　　　　　4枚/頭
小分け(部分肉)　　　　　　　 40枚/頭

小分け・加工(精肉・加工品)　800枚/頭 消費者負担も含む
そのほか

１）事務局の設置：株式会社　北の牧場舎
２）会計：担当は事務局にて行う。予算書別添：
以上
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